
成長を支える基盤

全社戦略である事業戦略とサービス戦略の相互関係を最大化させる施策を策定

事業・サービス戦略の各ポートフォリオを明確化し、戦略的に経営資源を配分
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事業拡大や業務改善を担うICTソリューションを提供
（先端技術によるサービス開発）

ICT利活用のさらなる向上を実現する商材・サービスを提供
（注力サービスの拡大）

お客様の業務に不可欠なICT基盤をワンストップで提供
（既存商材・サービスの強化）

価値創出と持続的な成長に向けて
技術力と知見を最大限に生かす

CTO・CSDO 対談

テーマ1. 事業環境や顧客ニーズの変化と提供価値

篠浦：現在、当社の事業を取り巻く環境は大きく変化してい

ます。さらなる成長を目指すためには、ネットワーク基盤の構

築に加えて、クラウドをいかに有効活用できるかが大きく影

響するでしょう。クラウド型の ICT 基盤構築には、お客様の

ネットワーク環境からクラウドへの接続や、マルチクラウド環

境でのセキュリティの担保など、従来とは異なる技術的課題

が伴います。また、システムの構成だけでなく、お客様の ICT

投資の質も変わってきています。「所有から利用へ」と言われ

るように、お客様は ICT 資産そのものではなく目的に適った

「戦略マップ」を活用して
ビジネスモデルの変革を目指す

機能を求めるようになり、アプリケーションもクラウド上で使

用するSaaS 型 *1 のニーズが高まっています。

　そのような変化の中で、当社は前中期経営計画から「顧客

ビジネスへの貢献」と「価値共創のハブ的存在への進化」を

キーワードにビジネスモデルの変革に取り組んできました。

従来の主力であるICT 基盤の構築・保守運用からICTライ

フサイクル全体の支援へと重心を移し、構築しながら運用し、

運用しながらさらに提案を続けることでお客様のビジネスに

より大きく貢献していく考えです。その上で、次なるフェーズ

として、当社がお客様、パートナー、ベンダー、研究機関など

をつなぐハブの役割を担い、共生・共創のプラットフォーム

を構築していくことを目指しています。

辻：そうしたビジネスモデルの変革を推進するために、2023

年に策定したのが我々の「戦略マップ」です。当社では従来、

事業セグメントごとに戦略を打ち出していました。しかし、

日々事業環境が変化し、デジタル技術が進化する中で、今後、

個々の事業セグメントの成長戦略だけではお客様の抱える課

題やニーズに応えきれないと感じていました。そこで、戦略

マップでは、それぞれの事業セグメントを縦軸に、期待され

る商材・サービス提供を横軸にしたマトリクス構造とし、各

戦略を細分化・明確化しました。これにより、お客様から期

待されるサービスをより正確に把握することが可能になりま

した。例えば、レガシーサービスと呼ばれる従来型のネット

ワーク接続を磨くことでも、お客様の価値観やニーズに適合

したサービスを提供することができます。戦略マップに落と

し込むことで、さまざまな商材・サービスを掛け合わせた新

たな価値が生み出せると考えています。

篠浦：私は、この戦略マップを活用することが、当社がオペ

レーションや経営の質を高めて次のステージに向かう上での

重要なステップだと捉えています。

辻：私も篠浦さんと同じ考えです。この戦略マップは、下階

層に「ICT 基盤提供」として、現在の収益基盤を配置。中階

層に「ICT 利活用向上」として、マネージドサービスやライフ

サイクルといった高付加価値の領域、上階層に「新たな収益

獲得」として、先端技術を取り込んだ新領域を配置しました。

例えば、これまでの提案活動では、中階層にあたるマネージ

ドサービスを画一的に打ち出しすぎている感がありました

が、当社の中核ビジネスは下階層の ICT 基盤が支えているこ

とを改めて再認識してもらえたと思います。

　社内の予算配分に関しても、戦略マップのもとで、縦のセ

グメント軸については事業本部が、横の商品・サービス軸に

ついて技術部門がそれぞれ責任を持ち、互いに連携して行動

を一致させる取り組みを始めることができました。

篠浦：各セグメント、各階層で業績数字にも責任を持つとい

うのは正しい姿だと思います。さらに、次のステージという観

点で付け加えると、当社グループが安定的に成長し続けてい

くためには、継続的な収益を得られるストックビジネスの質

的改善が鍵になると考えています。現在、当社のストックビジ

ネスは保守・運用が中心です。今後は、機能提供やビジネス

貢献にモードチェンジして、お客様のライフサイクルに伴走し

て寄り添いながらサービスを提供し続ける、ビジネスパート

ナーモデルに変革していかなければなりません。それによっ

て、ストックビジネスの収益性は改善し、お客様にとってもメ

リットの大きいサービスとして利用を継続してもらえる可能

性が高まります。これは大きな挑戦ではありますが、戦略マッ

プを活用することで、適切に事業機会を捉えることができる

と考えています。

辻：戦略マップによって、組織として何に挑戦すればいいか

明確になります。この戦略マップの活用が、当社グループの

強力な成長エンジンになると考えています。
*1 Software as a Service

執行役員
最高戦略・デジタル責任者（CSDO）

辻 晃治

撮影場所：イノベーションセンター / VALLEY

執行役員
最高技術責任者（CTO）

篠浦 文彦

技術をベースとした経営方針を策定し、それをグループ外のステークホルダーに発信する役割を担うCTOと、グループ内の組織

を横断した事業戦略とデジタル化の推進を担うCSDO が、事業環境や顧客ニーズの変化と提供価値、「徹底した見える化」の進

捗と成果、次世代を担う人財の現状と課題について語り合いました。
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テーマ２. 「徹底した見える化」の進捗と成果

辻：2022 年度から2024 年度までの中期経営計画では、経

営基盤の強化策として「徹底した見える化」*1 を目指してお

り、現在、その中間点まで到達していると評価しています。最

初に見える化の対象としたのは、経営陣が業績判断に用いる

管理指標です。いわば経営のダッシュボード化で、経営判断

に用いる指標を正確かつ迅速に把握できるようになったこと

で、経営方針・戦略策定の精度が向上してきています。

　そして、現在進めているのが業務プロセスの見える化です。

これは正しい業務を、しかるべき順序で行えるようにし、生

産性を向上させることがねらいです。非製造業である当社に

おいて、価値創造の源泉は人財です。社員一人ひとりの生産

性を高めることが業績に直結します。業務プロセスを見える

化して無駄を省き、整流化するためのシステム開発を進めて

います。

篠浦：徹底した見える化への取り組みによって、エンジニア

たちの意識もかなり変化してきたと実感しています。見える

化プロジェクトに参加したエンジニアは、業務プロセスの工

数や時間、プロジェクトの収支などの数字に対する意識が大

きく変わりました。エンジニアが数字を常に意識することは、

お客様の ICTライフサイクルに寄り添う上でも極めて重要で

す。お客様と対話する中でも、技術的なことだけでなく、例え

ば新技術をシステムに用いた場合にお客様の運用オペレー

戦略策定の精度向上や生産性向上に
つながる「見える化」を実行

ションはどのようになるのか、そのことでお客様のビジネス

や業務にどれだけ貢献できるのかという視点が必要です。見

える化プロジェクトに参加することで、そういった視点や感

覚が身についてきたと感じています。

辻：見える化プロジェクトに参加しているのは皆、業務経験

が豊富で自分たちで会社を改革していく意欲に満ちた人財

です。

篠浦：おっしゃる通りで、エース級のエンジニアが参加し

ています。それぞれの組織がエースを出すので、そのことが

「ネットワンを変えよう！」という責任感として会社全体に波

及しているように感じています。

辻：同感です。一方で、徹底した見える化によって多くのさ

まざまな情報を得られたことで、多様な情報を総合的に分

析・判断しやくする必要性が見えてきています。その対策とし

て、適切な経営判断をスピーディーに導き出すための「統合

モニタリングフレーム」の構築を進めており、2024 年度中の

運用開始を目指しています。業績管理においては、計画と実

態を比較してそのギャップを正確に把握しなければ、正しい

判断ができません。さまざまな情報を可視化・ダッシュボー

ド化するだけではなく、経営層の経験に基づいたデータも投

入することで、ハイブリッドな情報解析を行い、より正しい判

断を導き出すことが、統合モニタリングフレームの目的です。

そして、業績管理を高い精度でできるようにすることで、伸び

ているサービスに対し、関連するスキルを持つ人財を育成で

きているかなど、人財のアロケーションについての問題意識

も浮かび上がってくるでしょう。したがって、次の見える化の

ポイントは、組織・人財だと考えています。
*1「徹底した見える化」とは「経営管理指標：収益性・安全性・効率性・財務・

労務など」「業務プロセス：業務量の適正化」「組織・人：区分生産性・リソー
スアロケーション」の視点で社内の唯一指標としての可視化により事実を
確実に捉え、事象の要因が追えることで、適切な対策に結びつける経営指

標管理体系のフレームワークを指す

テーマ3. 次世代を担う人財の現状と課題

篠浦：当社の目指すサービスシフトを進める上では、業務の

プロセスと社員のスキルを一体的に変えていく必要があると

考えています。現在の中期経営計画では、技術部門に共通の

KGI・KPIを設定しました。さらに2024 年 4 月の機構改革

では、セグメントに対応した技術部門をお客様に近い事業本

部に配置しました。

　これら施策の目的は、サービスシフトを円滑に進めながら

自発性を生かした人財の育成と
適時・適切なアロケーションを推進

エンジニアの技術力や生産性をさらに高めることです。例え

ば、現在は設計・構築に多くの工数がかかっていますが、そ

の一因は、お客様が個々に抱える課題の解決やご要望に応え

るために、それに対応した複雑なシステムを設計しているこ

とです。しかし実際には、そのような複雑なシステムと、安定

性が高く標準的なもので組んだシンプルなシステムを比べて

も、ビジネス自体の価値が大きく変わることはありません。そ

こでシステム構成要素の標準化と自動化を徹底的に進め、そ

れらの組み合わせによりお客様の課題解決や要望を満足さ

せることで設計・構築の工数を大幅に削減することが可能と

なります。より広い視野で付加価値の高い領域にシフトさせ

ていく考えです。

辻：私は、見える化の最終的なゴールは、業績を改善して株

価上昇につなげ、企業価値を最大化することだと考えていま

す。そのためには社員一人ひとりのスキル向上が必要です。

さらに、現在の人的リソースの最適配置で創出価値を最大化

させる、すなわち人財アロケーションも必要です。それらの

前提として、篠浦さんのおっしゃる徹底した標準化と自動化

はとても重要だと思います。

篠浦：エンジニアたちのマインドが変わり、お客様のビジネ

スの価値に貢献するシステムを、いかにして生産性を高めな

がら提供していくのかを考えるようになってきました。それに

伴って、お客様とのコミュニケーションの密度も変わりまし

た。お客様の要望を合理的な手法で実現する方法を考え、費

用対効果などシステム導入の価値を語り、信頼を獲得できる

人財も増えてきたと感じています。

辻：一方で、スキルという観点では、それぞれのエンジニア

で強みとするスキルは異なります。当社には、長年の経験と

広い知見からネットワークインテグレーションに深く精通し

たエンジニアも在籍しています。そういった人財は、特定のお

客様に専任して技術サポートにあたるなど、スキルに応じた

活躍の仕方があると思います。

篠浦：当社では多様な人財が活躍しているので、辻さんの

おっしゃる通り、それぞれのスキル特性を生かすことは重要

だと思います。さらに、お客様とビジネスの価値向上につい

て語り合える人財の育成という観点では、意欲のあるエン

ジニアを中心にグローバルで注目されている新たなメソドロ

ジーなど、高付加価値のサービス提供に資する最先端技術

を身につけていくことも重要だと考えています。そうした技術

の一つが生成 AIであり、当社においては、エンジニアのボラ

ンティアからスタートしました。そこから社内で急速に活用

の輪が広がり、現在は私が当初想定していた以上に生成 AI

の利用が進んでいます。

辻：そのような社員の自発的な取り組みは、当社に深く根付

いている文化の一つです。自然発生的に何かに意義を感じて

「みんなでやろうぜ！」というところからビジネスにつなげて

いく。生成 AI に限らず、同様の活動が次々に始まって、事業

の成果に結びついていくことに期待しています。

篠浦：当社には社員が自発的に行動する文化があります。当

社の行動指針である「WAY」も社員が中心となってつくり上

げたものです。次世代を担う人財の育成においても、そうし

た行動する文化を最大限に生かしていきたいです。

辻：はい。それに加えて、見える化によって収集したデータ

に基づいて人財を適切に配置・配分していく「人財アロケー

ション」も、ますます磨きをかける必要があります。例えば、

先ほど話に出た生成 AI の分野など、将来的な利益につなが

る成長領域には重点的に人財を配置すべきだと考えます。

経営層は、そういった状況を統合モニタリングフレームで正

確に把握し、総合的に分析・判断することで、さらに適切な

方針や戦略を速やかに実行できるようになります。「見える

化」の目的の一つは、人財アロケーションや人財育成を可能

とすることです。その実現により、創出価値を加速させてい

きます。

篠浦：今回の対談を通じて、戦略マップに基づいた「ビジネ

スモデル変革」と、あるべき人財アロケーションに基づいた

「人財戦略」をうまくかみ合わせていくことが、当社グループ

の今後の成長につながると改めて強く感じました。これから

も当社の持続的な成長の実現に向けて、グループ一丸となっ

て進んでいきましょう。
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サステナビリティマネジメント

サステナビリティ方針

サステナビリティ推進体制

当社グループは、ネットワークのリーディングカンパニーと

して、お客様や社会の変革を支える高付加価値なサービスを

提供することで成長してきました。私たちは「人とネットワー

クの持つ可能性を解き放ち、伝統と革新で豊かな未来を創

る」を存在意義として、お客様の成功、社員の幸福、パート

ナーとの共創関係の構築、株主価値の向上、自然環境の保全

に事業を通じて貢献することが、企業価値の向上につながる

と考えています。

「優れたネットワーク技術」「マルチベンダー対応」「お客様

との共創」から生まれるICTの目利き力と知見を磨き、社会

価値と経済価値を創出するサービスを提供することで持続可

能な社会への貢献と当社の持続的成長を両立していきます。

推進体制

当社グループは、持続可能な社会の実現に貢献していくた

めの取り組みを推進しています。2022年4月にサステナビリ

ティ委員会を設置し、サステナビリティに関する重要事項を

審議する体制を整えました。同委員会はCSDOを委員長と

し、事業部門や管理部門、一部子会社の責任者や担当者で構

成することで、幅広い専門性と深い知見を結集しています。

当社グループは企業理念体系に基づいて4つのマテリアリ

ティを特定しています。「安心・安全な高度情報社会の実現」

「プロフェッショナル人財の活躍」「脱炭素社会への貢献」「持

続可能な成長を実現するガバナンス体制の維持強化」という

4つのマテリアリティについて、サステナビリティ委員会がそ

れぞれKPIを設定しています。取り組みの進捗状況をモニタ

リングして適宜指導・助言し、それらの状況を経営委員会に

報告します。

サステナビリティの重要事項については取締役会での決議

を行い、適切なガバナンスを図っています。

マテリアリティの特定

　当社グループは2021年12月、サステナビリティ経営のた

めに取り組むべき重要な課題をマテリアリティとして公表し

ました。マテリアリティの特定にあたっては、事業環境の認識

や企業理念体系、中期経営計画の方針を踏まえ、社会的価値

と自社にとっての価値の2軸で影響度・重要度を評価しまし

た。マテリアリティに関わる目標やKPIを中期経営計画に組

み込み、役員報酬と連動させています。また、取り組みの進捗

をサステナビリティ委員会で四半期ごとに確認し、半期ごと

に公表しています。

取締役会

サステナビリティ委員会

経営委員会

連携

マテリアリティ

安心・安全な
高度情報社会の実現

プロフェッショナル
人財の活躍 脱炭素社会への貢献

持続可能な成長を
実現するガバナンス
体制の維持強化

事業部門
サービス開発・提供部門

ダイバーシティ推進分科会

人事部門

ビジネス開発部門
CSR部門

人事部門

● 事業環境認識、企業理念体系や中期経営計画の方針に基づいて
自社のサステナビリティにとって影響度の高い項目を抽出 

● SASBスタンダード、国際統合報告フレームワーク、GRIスタンダード等の
国際的な枠組みを参照し、ステークホルダーにとって影響度の高い項目を抽出 

● 抽出した各項目のKPI候補をリストアップ

● 重要度・影響度のスコアリングや関連部署へのヒアリングを行い、抽出された
マテリアリティ候補の項目の中から特に重要度・影響度の高い項目を選定

● 優先順位づけをしたマテリアリティ項目に紐づくKPI候補から
役員・関連部署へのヒアリングを行い、KPIを選定

● 選定したマテリアリティとKPIを、中期経営計画の戦略や自社が今後
目指す姿との整合性の観点から取締役が検証。取締役会で最終承認

● 課題・領域別ソリューション・
   サービスの提供
● サービスビジネスの拡大と
   推進

安心・安全な
高度情報社会の

実現

● 次世代を担う人財の育成
● ダイバーシティ＆
   インクルージョンの推進

プロフェッショナル
人財の活躍

● ビジネスを通じた
   温室効果ガス排出量削減
● 自社の事業プロセスにおける
   排出量削減

脱炭素社会への
貢献

● 企業文化の醸成と
   内部統制強化
● 健康経営の実現

持続可能な
成長を実現する
ガバナンス体制の
維持強化

マテリアリティ

経営層での検証・承認ステップ

4

KPIの検討ステップ

3

マテリアリティ候補の抽出ステップ

１

優先順位づけステップ

2

報告

重要事項の決議

報告 モニタリング

P.23 P.51 P.57 P.59

※マテリアリティについては、サステナビリティレポート（2024年10月末発行）
「P.3 4つのマテリアリティと2023年度の活動状況・KPI」、及びウェブサイ
トもあわせてご覧ください
https://www.netone.co.jp/sustainability/materiality/

マテリアリティとその特定プロセス

※2024年度から統合的な顧客体験の
　モニタリングに向けて体制を再構築
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該当するマテリアリティ該当するマテリアリティ

プロフェッショナル人財の活躍
テーマ 1 次世代を担う人財の育成

テーマ 2 ダイバーシティ&インクルージョンの推進

Focus

社会

社会側面の課題と取り組みの全体像

　当社は、インターネット黎明期からいち早く市場を捉え、

世の中のネットワークをつなぐ事業を開始し、時代や環境の

変化とともに目利き力や技術力を強みに事業領域を拡大して

きました。さらなる事業成長を目指し、ソリューション・サー

ビスにおける競争力向上のためのマテリアリティとして、セ

キュリティ人財・クラウド人財の育成と、コーポレート部門の

機能強化を目的としたDX 人財の育成に注力しています。ま

た、大学や高等専門学校への講義提供、修学支援制度によ

る国公立大学への支援などを通じて次世代 ICT 人財の育成

にも貢献しています。一方で、多様性の融合によるシナジー

効果とイノベーションの創出を目的として、ダイバーシティ &

インクルージョン（D&I）を推進しています。

　技術部門を横断する「次世代技術人財育成」プロジェクト

を発足し、全社で育成施策に取り組んでいます。

　注力領域として、セキュリティ、クラウドのほか、API、デー

タマネジメント、サービス開発の 5つを掲げ、それぞれに管

理職を中心とした分科会をつくり、インフラ知識を土台とし

たマルチスキル化と、市場ニーズ・動向を考慮した技術領域

の確定とスキルアップを目指しています。既存コンテンツの

活用に加えて、メーカーや外部教育機関と連携した教育カリ

キュラムの整備、各部門保有のベーススキルコンテンツの集

約による学習カテゴリごとのスキルパス提供の拡充を行うこ

とで、受講者に多様な選択肢を提供しています。

　また、資格取得支援を奨励するだけでなく、合同勉強会の

開催や社内の資格保有者へのインタビューを通じた資格の

活用イメージの共有により、内発的動機からの習得を推進。

2 年間で約 200 名が自発的にこの育成施策に参加し、学習

を続けています。

テーマ 1 次世代を担う人財の育成

　コーポレート部門では、DXリテラシーの向上による業務

効率化と新たな収益モデルの創出を目的に、DX 人財の育成

に取り組んでいます。DX 人財のレベル別スキルを定義した

後、基礎知識・テクニカルスキルの習得と業務変革提案をプ

ログラムとして提供しています。

　2013 年にダイバーシティについてのワーキンググループ

活動を開始し、その後、経営委員会の諮問委員会として「ダ

イバーシティ推進委員会」を正式に発足させました。当初は

ジェンダー・ダイバーシティを主な活動テーマとし、そこから

育児・介護との両立、シニア人財の活躍、キャリア、障がい、

LGBTQ など、多岐にわたるテーマへと順次拡大しています。

2022 年度にサステナビリティのマテリアリティの一つとして

KPIを定めたことから、同委員会の名称を「ダイバーシティ

推進分科会」へ変更しました。

　同分科会は、部門や職位、社歴などの異なる多様なメンバー

構成で活動しています。2023年度は「自律的なキャリア形成支

援」「相互援助が出来る文化の醸成」「価値向上とブランディン

グ」を重点施策とし、女性管理職候補に向けたメンター制度の

導入、他社との協働による女性のキャリア意識醸成のためのイ

ベントの開催、当社ブログを通じたイベントや体験談の発信な

どを行っています。また、新たな取り組みとしてuniversal Day

を開催。社外講師を招いた SOGIESC*1やダイバーシティ・エ

クイティ・インクルージョン（DEI）についての講演のほか、知

的障がいや発達障がいを疑似体験するワークショップ、車い

すテニスや色弱を VRゴーグルで疑似体験するコーナーなどを

設置しました。毎年継続している Sustainability DAYにおい

ても、女性のキャリアや男性の育児休職に関するパネルディス

カッション、社外講師によるユニバーサルマナー講演などを開

催し、全社員へのD&I推進における理解・浸透を促しています。
*1  Sexual Orientation, Gender Identity and Expression, and Sex 

Characteristic（性的指向・性自認・性表現・身体的な性）

テーマ 2 ダイバーシティ &インクルージョンの
推進

健康経営の実現

　当社グループは、心身ともに健康で働き続けられる

環境を社員に提供し、経営的視点から戦略的に健康

管理を実現するための健康宣言を定めています。ま

た「健康経営への取り組みで目指す姿」を掲げ、戦略

マップに基づいて健康経営を促進するとともに、9つ

の KPI（Wellness 9 Panel）を独自に設定しています

（下図参照）。

　2023 年度は、社員への教育・浸透を目的に、管理

職を対象に健康経営施策について説明するとともに、

健康経営まとめサイトを作成して全社への情報提供

を開始しました。また、卒煙補助施策として希望者全

員を対象にした通年での禁煙治療外来治療費補助の

導入や、母性の保護や健康の維持・増進を目的とした

ウェルネス休暇の新設などを実施しました。それらの

結果として「健康経営優良法人 2024（大規模法人部

門）」の認定取得に至り、今後はホワイト500 の認定

を目指し、活動を継続・推進していきます。

人権尊重への取り組み

　当社グループは国際人権章典 *6 等の国際規範、国

連の「ビジネスと人権に関する指導原則 *7」、及び政府

による「責任あるサプライチェーン等における人権尊

重のためのガイドライン *8」をもとに、2024 年 7 月に

取締役会の承認を得て「ネットワングループ人権方針」

を策定しました。

　同方針は「ビジネスと人権に関する指導原則」に則

り、以下のことを明記しています。
●  グループの事業活動と関わる全てのステークホル

ダーに起こりうる人権への負の影響の特定と評価、

防止と軽減、取り組みの実効性の評価、説明と情報

開示として人権デュー・ディリジェンスを構築し、継

続的に実施します。
●  グループの事業活動において、人権に対する負の影

響を引き起こした、又は、これを助長したことが明ら

かになった場合は、適切な手段により救済を実施す

る、又は、救済の実施に協力することで是正に取り

組みます。負の影響への対応の一環として、社内外

のステークホルダーが通報・相談できる通報窓口を

設置し運営します。

　今後、人権方針に基づく人権尊重の取り組みは、統

合報告書、サステナビリティレポート、ウェブサイト等

で情報を開示し、当社グループに関わる全てのステーク

ホルダーの人権を尊重する企業グループを目指します。

ネットワングループ人権方針
https://www.netone.co.jp/sustainability/esg/social/ 
human-rights/
*6  国連の世界人権宣言と、世界人権宣言を条約化した二つの国際人

権規約を合わせた総称

*7  2011 年 6月に国連人権理事会で合意され、企業に人権尊重責任
があることを明確化したもの

*8  国連指導原則等、国際スタンダードを踏まえ、企業に求められる人権
尊重の取り組みについて、日本で事業活動を行う企業の実態に即し
て、具体的かつ分かりやすく解説し、企業の理解の深化を助け、その
取り組みを促進することを目的として2022年9月に策定したもの

2023 年度の Wellness 9 Panel の状況

健康診断関連

健康診断受診率
99.9％ 

前年度：99.9％

適正体重維持者 *2

63.8％ 
前年度：63.5％

糖尿病リスク者 *3

41.2％ 
前年度：40.2％

生活習慣関連

朝食習慣 *4

60.8％ 
前年度：60.7％

運動習慣 *5

56.0％ 
前年度：49.6％

喫煙率
25.9％ 

前年度： 26.6％

ストレス関連

ストレスチェック受検率
98.1％ 

前年度：97.9％

有休取得率
70.0％ 
前年度：65％

高ストレス者割合
16.7％ 

前年度：15.8％

*2 BMIが18.5～25未満
*3 空腹時血糖100以上またはHbA1c5.6%以上
*4 週3日以上朝食をとれている人
*5 1日30分以上運動している人
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ネットワングループの人財戦略

人的資本経営の考え方
　急速に進化するICT の世界では、進化への対応自体が価

値であり競争力の源泉です。その競争力を持続的なものとす

るためには、人財の力が必要です。特定のテクノロジーに依

拠した競争優位性は陳腐化するリスクがあるため、テクノロ

ジーの本質や利活用から価値を生み出せるよう、自ら考え行

動する優秀な人財を育成・輩出することが人的資本経営だと

当社は考えます。

　当社グループは、自らが業務で実践して得た成功や失敗の

経験を参考事例化（リファレンス化）し、お客様へのソリュー

ションに活用しています。社員の知見や経験のすべてが付加

価値の創出につながるため、自律的に行動し、ソリューショ

ンを生み出す人財育成を重視しています。同時に、これらの

人財戦略の考え方
　当社グループは、ネットワークをはじめとするICT の利活

用により社会課題を解決し、多くの人に利益をもたらすこと

を目指して「人とネットワークの持つ可能性を解き放ち、伝

統と革新で豊かな未来を創る」を Purposeとしています。

Purpose の実現に向けた道すじが経営戦略であり、その道

すじに沿ってネットワングループという大きな車を動かしてい

くのは社員にほかなりません。そして社員もまた、Purpose

によって突き動かされると考えています。そのため、人財戦略

と経営戦略を密接に連動させることが極めて重要であり、環

境の整備や動機づけをしながら、卓越した専門性と高い倫理

観を持つプロフェッショナルとしての社員を輩出していくこと

が経営の責務と考えています。

　この考えに基づき、2023 年度に、2030 年のあるべき姿を

現実のものにするための人財ポートフォリオと、それに伴う

人財アロケーション、目指すべき人財像を策定しました。現

状とギャップを確認、把握しながら、人財の質・量・生産性

や稼働率といった側面から、人財マネジメントサイクルにおけ

る「採用」「育成・配置」「評価」「報酬・処遇」の各項目にお

いて必要な施策を決め、今後を俯瞰して全体最適を図るとと

もに、一歩踏み込んで各事業の成長戦略との連動性を高め

ます。また、マネジメントを高度な専門性と認識して組織力強

化に向けた優秀なマネジメント層を確保するとともに、経営

幹部候補のサクセッションプログラムを重要テーマとして強

化します。

人的投資と人的経費
　これまで当社グループは、人財にかかる費用を、いわゆる

経費であるとしてすべて販売管理費として扱ってきました。し

かし、労働の対価や経常費としての支出と、社員の成長と中

長期的な会社の成長を結びつけるために行う支出は、異なる

性質を持っていると捉え直し、2024 年度から前者を「人的

経費」、後者を「人的投資」と区別して考えていくこととしま

した。特に人的投資は、将来に向けて安定的かつ計画的に実

行するべきであり、キャピタルアロケーションポリシーに則っ

て管理する必要があります。そのため、毎年の投資額は経営

層の議論に基づいて決定していく予定です。なお、人件費な

どの予算の枠組みについては、経費部分と投資部分を明確

にし、投資部分は特にキャピタルアロケーションにリンクさせ

て予算化していきます。

基盤となる行動指針やコンプライアンスの理解促進が重要で

あると考え、継続的に教育を実施し、全社員への浸透を図っ

ています。

　多様性の融合によるシナジー効果とイノベーションの創出

を目的として、D&I の取り組みも推進しています。性別、年

齢、国籍、障がいの有無、さらには職務経験や価値観など、

あらゆる違いを超えて誰もが自身の考えを積極的に発信し、

生き生きと働ける職場環境を整備することで、さまざまな個

の力を引き出し、風通しのよい企業風土の醸成と生産性向上

による持続的な成長を目指します。

　また、人的資本経営の柱として、人財マネジメントポリシー

と求める人財像を定めるとともに、中期経営計画で策定した

「プロフェッショナル人財の育成」「人財が活躍するための

環境の提供」を掲げた人財戦略に基づき、人的資本経営を

推進します。

社会

人財マネジメントサイクル

予算管理の考え方

n年度
n+1年度

人的経費

前年度の人的投資

新たな投資

前年度の人的投資の償却分
翌年度から経費となる

人的投資
翌年度から償却する

人的投資

人的経費

翌年度から経費となる
人的投資

翌年度から償却する
人的投資

評価

報酬・処遇

育成
・
配置

採
用

As is - To be の
ギャップを把握

環
境
の
提
供

退職
● 退職理由分析による
課題とギャップの抽出

● 求める人財像に
照らした成長力の
ある人財の確保

● 価値の提供と知の創出に貢献する人財育成
● 経験の多様性を生み出す配置の実現

取締役・CxO・執行役員
ポジションプロファイル マネジメント人財の定義 プロフェッショナル人財の定義

経営幹部候補 マネジメント人財
事業領域・コーポレート領域

プロフェッショナル人財
事業領域・コーポレート領域

● 公正公平な評価の実施と
育成へのフィードバック

● 誇りを持って働ける
高い処遇の実現

● 高い生産性を実現する
自由でコミュニケーション
豊かな働き方の定着

● 社員の健康をあらゆる
活動の原点として捉え、
その維持・向上を継続 

人財マネジメントポリシー／求める人財像／中期経営計画

経営戦略

Purpose

2030年度の人財アロケーションを設定

目指すべき人財像の策定

2030年の人財ポートフォリオ

KPI の設定
　人財戦略に基づくさまざまな施策の実行により発生する影

響を予め定めたKPIで計測し、施策効果を確認し、必要に応

じて施策を修正、場合によっては戦略を修正します。主に注

視するのは、社員の変化、組織の変化、その連動性について

です。人財戦略は経営戦略と連動し、それぞれの施策の効果

は業績の向上をはじめとする財務数字に表れるべきであり、

企業価値の向上に反映される必要があります。ただし、効果

は直接的には財務数字に表れるわけではなく、社員と組織の

変化に表れ、それが財務数字に連動していくはずです。その

ため、社員や組織の行動変容をKPIとして進捗状況を追跡し

ていくことが重要であると考えています。

具体的なKPI の種類

領域 KPI の種類（例）*1

①ベースデータ

a. 社員採用
b. 人的投資額
c. 教育・研修
d. 配置
e. 報酬

②社員の変化

a. 定着状況
b. 多様性
c. 労働時間・働き方
d. 健康
e. 資格取得

③組織の変化 a. エンゲージメント
b. ストレスチェック

④行動の変化 a. 顧客接点
b. 生産性

*1 領域ごとに必要なKPIを精査し、設定します
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撮影場所：イノベーションセンター / VALLEY

執行役員
最高人事責任者（CHRO）

金井 朗子

経営戦略と連動した人財戦略で
利益の源泉となる「人」の力を
高め、「匠」が育つ環境づくりに
注力していきます。

CHROメッセージ

　2022 年度に当社初の女性執行役員となり、2024 年度から

CHROを拝命しました。当社のデモグラフィ型ダイバーシティ

（性別や国籍など属性の多様性）が一歩前進したことになり

ますが、それだけを期待されたものではないと考えています。

　私はこれまでさまざまな仕事に従事してきました。大学職

員として学生の国際交流や新たなキャンパスの立ち上げを進

め、外資系 ICT 企業でマーケティングに従事し、2009 年に

当社連結子会社のネットワンパートナーズに入社してからは、

コーポレートマーケティングやビジネス開発も経験し、2019

年から理事、2020 年からは執行役員として、ビジネス開発

部とセールスエンジニアリング部を管掌しました。2022 年か

らは当社の執行役員 東日本第 2 事業本部長として営業も経

験しました。

　こうした経験は、タスク型ダイバーシティ（経験・知識など

能力の多様性）の推進という観点でも有用です。今後重要と

なる人的資本経営における経営戦略と人財戦略の連動につい

ても、子会社や営業での経験を生かせるものと考えています。

　現在の人財戦略の重要テーマは、大きく3つあります。１

つ目は経営戦略と連動した人財ポートフォリオの整備です。

2025 年度からの次期中期経営計画において、稼ぐ力を強化

するための組織構造の在り方を定め、これに基づいて各事業

経験を生かし、ダイバーシティの推進と
人的資本経営の高度化に貢献します

の人財の As Is と To Be のギャップを精緻化、ギャップを埋

める策を考えていきます。また、採用、育成／配置、評価、処

遇という一連の流れの中で、各フェーズにおける施策をしっ

かりと経営戦略と連動させることも重要です。

　2つ目は企業理念のさらなる浸透と従業員エンゲージメン

トの向上です。2023 年は社員の意識調査を目的に、年 1 回

の組織文化調査と、四半期ごとの企業文化モニタリング調

査を実施しました。企業理念体系では Purpose への共感、

WAYの職場浸透度とも数値が改善し、従業員エンゲージメン

トも、「肯定」が 52％と昨年度より5％向上しました。2022

年に策定した企業理念体系は、浸透してきたと感じています。

　これは全社での浸透活動に加え、各本部で推進活動を行

う大使 ( 企業理念浸透活動の代表者 )を任命するなど体制・

取り組みを拡充し、経営層と社員の対話（RCT*1）などにも

注力してきたことが一助になったと捉えています。また、定

期的な社員意識調査の実施により、課題を把握し改善する

PDCA 活動が現場駆動型で進んできています。しかしなが

ら、未だ半数は意識調査で「中立・否定」を選んでいます。今

後は調査後の課題分析をより具体的なものとし、確実に改善

に向けて取り組みを実行していきます。（P.64 企業文化改革

「組織文化調査結果」参照）

　企業理念浸透は、企業理念への「共感」のフェーズを経て、

共に理念に基づく行動をとり、その行動がネットワンらしい

文化となって社外から認知・評価される「共鳴・共振」のフェー

ズに入っていきます。今後も手を緩めることなく、調査結果か

ら見えてきた課題について具体的なアクションを取るととも

に、社員の考え方や行動に企業理念を根付かせ、よりよい企

業文化・企業風土の構築に取り組んでいきます。

　3つ目は D&Iです。性別、年齢、国籍、障がいの有無、職

務経験や価値観などを問わず、あらゆる個性が活発にいきい

きと働ける環境を整備することで、同質性のリスクを排除し、

変化の激しい時代の中でも常に新たな価値を創造する会社

として変革し続けることを目指します。

　その第一歩が女性の活躍推進です。数値目標だけにとらわ

れず、事業の現場で、男女が同様に自然体で活躍できるよう、

継続的に施策を検討します。また、男性にも出産時の特別休

暇や育児休業の取得を推奨していますが、長期の育児休業

を取得する社員はまだ少ない状況です。チームで助け合える

職場環境、働き方の構築が今後の検討課題となっています。
*1  Respect, Communication, Teamwork：経営層と社員が良好な関係を

保ち、企業理念の共有、職場環境の改善、企業文化の醸成を目指して互い
に意思疎通を図る活動

　ネットワングループでは「人材」をあえて「人財」と呼称し

ますが、これは「人」こそが会社にとっての資産・財産であり、

利益をもたらす「価値」と「知」の源泉と捉えているためです。

こうした考えのもと、2022 年度には人財戦略を刷新し、人財

マネジメントポリシーとして、Team, TAKUMI, Fairnessを

「Team, TAKUMI, Fairness」を掲げ、
Purpose の実現を担う「人財」の価値を
最大限に高めていきます

掲げています。一人ひとりが「匠」として専門性を高め、「チー

ム」として価値を創出する力を最大化する。そしてそのベース

には常に「フェアネス＝公平性」というものが保たれている状

態です。

そして、求める人財像としては以下３つを掲げています。

　これら求める人財像を実現するため、人財育成と管理の両

面から施策を検討します。また、採用から処遇に至るまでの

各フェーズで課題を整理し、順次改善に取り組んでいます。

　このうち人財育成は、人事部主導の全社人財教育体系に

基づく教育と、各本部が事業／機能の特性に応じて独自に提

供している教育の 2 軸で推進しています。個々の管理職にも

メンバーの育成をミッションとして意識してもらえるよう、マ

ネジメントスキルの向上施策なども検討しているところです。

　管理面では、一人ひとりがいきいきと働けるような環境づ

くりを進めています。2023 年度は評価制度と等級・報酬制

度を一新しました。評価制度では、「成果」に加えて「行動」

を評価項目に加え、結果だけでなくプロセスもしっかりと評

価するようにしました。また、等級・報酬制度では、等級区分

を定義し、そのポジションを担える人財を配置するという考

え方に変更し、それに伴い報酬額も見直しています。このほ

か、給与引き上げや昇給調整も実施するなど、市場の状況に

合わせた報酬水準としています。

　健康経営の実践にも引き続き取り組みます。さらに今後

は、リテンションの強化に向けた施策なども採り入れ、優秀

な人財が長期にわたって力を発揮してくれる環境・風土を築

いていきます。

　ネットワングループの Purpose は「人とネットワークの持

つ可能性を解き放ち、伝統と革新で豊かな未来を創る」です。

この実現に向けて革新を続けていく中で、原動力となるのが

「人」と考えています。「人」の持つ可能性を解き放つべく、

皆が同じ方向を向き、いきいきと活躍できるような場、多くの

「匠」が育つ場を今後も整えていきます。

人財マネジメントポリシー

チームでの価値創出に向けて
多様なメンバーでの共創を促す

各人が“匠”として周囲に貢献できるよう
各領域の専門性向上を支援する

Fairness

TAKUMI

Team

組織への貢献に対して
公平公正に報いる

1. 豊富な最先端の技術知識と、前例のないことに果敢に
挑むチャレンジ精神を持ち、顧客ニーズを具現化でき
る人財

2. コミュニケーション能力を駆使し、周囲の関係者と協
力体制を築きながら、イノベーションをリードしていけ
る人財

3. 自らのキャリアパスについて、シナリオを描き、目標に向
かい自律的に行動していける人財
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該当するマテリアリティ該当するマテリアリティ

脱炭素社会への貢献
テーマ 1 ビジネスを通じた温室効果ガス排出量削減

テーマ 2 自社の事業プロセスにおける排出量削減

Focus

*2 売上高原単位：Scope1,2,3 合計 ÷売上高（百万円）

574,816

463,659
431,848

2021 2022 2023

3.05

2.21 2.11

（年度）

■ Scope1,2,3 合計（t-CO2） 売上高原単位（t-CO2/ 百万円）*2

環境

環境側面の課題と取り組みの全体像

　当社グループはマテリアリティ「脱炭素社会への貢献」のも

と、気候変動対策として「ビジネスを通じた温室効果ガス排

出量削減」「自社の事業プロセスにおける排出量削減」という

2つのテーマを掲げています。カーボンニュートラルを促す

サービスによる脱炭素社会への貢献、お客様・社会のグリー

ン成長といった社会的価値と、ビジネス機会の獲得、サービ

ス収益の拡大、環境規制への対応といった自社にとっての価

値の創出の両軸で追求することで、お客様や社会が抱える気

候変動への課題に取り組み、脱炭素社会へ貢献します。

　近年、生成 AIやクラウドサービスの急速な普及により、大

規模なデータを効率的かつ安全に届けるネットワークの重要

性がますます高まっています。同時に、気候変動や環境問題

に関する社会的要請も高まり、多くの企業が事業成長と脱炭

素社会への貢献を両立させる必要性に迫られています。

　ICT 分野では、業務効率化やリモート活用によるコスト削

減、急騰する電力需要への効率的な対応が求められていま

す。当社はそうした市場の要望に応えるため、ネットワークの

知見を生かしたGXポートフォリオを拡充しています。

主な取り組み
　ICTを活用した効率化のみならず、自社内での実績をもと

に、GXやカーボンニュートラルの基礎知識習得を支援する

「GX 教育サービス」の提供を2024 年に開始しました。

　また、お客様機器の買い取りや再生品販売といった「ICT

サーキュラーエコノミー」の定着に向けて、ICT 機器の回収

とリサイクル、製品の長寿命化にも取り組んでいます。

テーマ 1 ビジネスを通じた
温室効果ガス排出量削減

　気候変動によるリスクの低減に向け、自社の事業プロセス

及びサプライチェーンにおける温室効果ガス排出量を削減し

ます。排出量の大部分を占める「購入した製品・サービス」を

主な削減対象とし、排出量原単位が比較的低いサービスを

拡大することと、デジタル技術を駆使した自社の温室効果ガ

ス排出量やエネルギー使用量の見える化を推進することで、

業務変革・効率化を通じた脱炭素に貢献します。

主な取り組み
　当社では、自社拠点のテクニカルセンターにおける電力使

用量の増大がコスト面・環境面で課題でした。その課題解決

のため、商材の一つであるenergy boardサービス*1 を活用

し、センター内の電力使用状況を可視化しています。コンセ

ントごとに接続機器の情報をラベリングすることで、機器と

その用途などの情報と電力使用量を紐づけてリアルタイムに

モニタリングし、消費電力や利用率を特定した上で、機器の

交換・停止や再配置などの施策を検討しています。
*1  データセンターやサーバルームのメトリックをリアルタイムに計測し、電力

使用量などのデータを一元管理できるサービス

テーマ 2 自社の事業プロセスにおける
排出量削減

気候変動への対応

　当社グループは、喫緊の課題である気候変動への対

応を経営戦略上の重要課題と捉えています。気候関連

財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言に沿って、

気候変動が企業に与える財務上の影響の情報開示を

進めています。当社グループのリスク管理活動に関す

る経営委員会の諮問機関としてリスク管理委員会を置

き、同委員会がリスク管理活動の評価と統制に関する

重要な事項を決議しています。同委員会で、気候変動

が当社グループの事業活動に及ぼすリスクを評価・管

理しています。

　気候変動の影響が世界的に拡大し、地球環境に甚

大な被害が及ぼされる場合、経済や社会全体に混乱

を引き起こす可能性があります。これは、当社グルー

プの事業活動にとってもリスクであると認識していま

す。一方で、最先端ICTによりさまざまな産業が抱え

る環境課題を解決することで、自社のビジネス機会の

創出につながると考えています。当社グループは、持

続可能な社会への貢献と、当社の持続的成長の両立

を目指します。

　具体的には、お客様・社会における温室効果ガス排

出量削減に貢献するグリーンソリューションの開発・

拡大により、ビジネスを通じた温室効果ガス排出量削

減に取り組みます。また、低消費電力の製品及びサー

ビス販売の拡大により自社の事業プロセスにおける排

出量削減に取り組みます。

　今後気候変動により顕在化し得る物理的なリスク

など、当社グループに影響する事象について幅広く検

討し、特に重要であると考えられるリスクと機会を特

定しています。それぞれのリスクと機会に対する当社

グループに与える財務影響について気候変動への対

応や規制が進むことで、主に移行リスクが顕在化する

2℃未満シナリオと、主に物理リスクの甚大化がより深

刻となる4℃シナリオに分けて検討しています。

温室効果ガス排出量の推移

気候変動が当社グループへもたらし得るリスクと機会、影響

項目 タイプ 影響要因 当社グループへの主な影響 想定
時期 *3

影響度 *4

2℃未満
シナリオ

4℃
シナリオ

リスク

移行
リスク

技術
リスク

低炭素技術への
移行

●  環境負荷低減志向を背景に、当社が低炭
素技術への移行が遅延した場合の当社の
競争優位性の低下

短～中期 大 大

市場
リスク

ベンダー の 生 産 
コスト上昇に伴う
仕入価格への転嫁

●  気候変動対応や環境対応がベンダーの生
産コストの上昇をもたらした場合、仕入
価格の値上げによる調達コストが増加

中期 大 –

物理リスク
異常気象の
重大性と
頻度の上昇

●  物流施設への浸食や洪水被害によるサプ
ライチェーンの分断及び商品配送物流へ
の影響

長期 中 大

機会 リソース
効率 再生品の利用

●  当社グループ企業のネットワンネクスト株
式会社が手掛ける、再生品を活用した第
三者保守や機能サービスの提供の拡大

●  再生品を活用した延命提案によるインフラ
更改プロジェクトへ参加する機会の増加

短～中期 大 大

*3 想定時期の定義 短期：0～3 年　中期：3～10 年　長期：10～30 年
*4 財務影響の定義 小：10 億円未満　中：10 億円以上、50 億円未満　大：50 億円以上
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該当するマテリアリティ該当するマテリアリティ

持続可能な成長を実現するガバナンス体制の維持強化

監督と執行

業務執行組織

ガ
バ
ナ
ン
ス
・
企
業
文
化
諮
問
委
員
会

社長執行役員

経営委員会

内部監査室

取締役

株主総会

監査等委員

監査等委員会取締役会
指名諮問委員会

報酬諮問委員会
会計監査人

（太陽有限責任監査法人）

担当部門・子会社等

コンプライアンス委員会

投融資委員会

リスク管理委員会

サステナビリティ委員会

執行役員

モニタリング

答申

選定・監督

監督・監査

選任・解任
報酬枠の決定

報告 指示
連携 会計監査

選任・解任

連携

監査

監査

報告

答申
諮問

諮問

モニタリングボード型
ガバナンスの追求

主な例

● 取締役9名中6名が社外取締役
● 取締役会議長は社外取締役
● 社外取締役のみによる役員の指名
   及び報酬審議
● CxO体制による業務執行機能の強化 

● 企業文化モニタリング調査の実施
● 経営陣と社員の対話（RCT）
● 企業理念浸透活動

● 最高リスク管理責任者（CRO）とリスク管理
   委員会によるリスク管理プロセスの統括
● ガバナンス・企業文化諮問委員会の設置
● 内部統制の第1ラインと第2ラインの間に
   独自の第1.5ラインを導入

企業文化改革

Purposeに基づく
企業文化の醸成

リスク管理・内部統制

再発防止策の継続的な履行

独自の3ラインモデル

主な例 主な例

ガバナンス

ガバナンス強化に向けた取り組み

　当社は、従来からガバナンスの強化に取り組んできました

が、事案を契機としてそれまでの取り組みを抜本的に見直す 

とともに、経営の最重要課題として捉え改革に取り組んでき 

ました。

　機関設計につきましては、2022 年６月に監査役会設置会

社から監査等委員会設置会社へ移行しました。あわせて取

締役の３分の２(９名中６名 )を社外取締役とし、取締役会

議長に社外取締役を選任しました。また、指名諮問委員会及

び報酬諮問委員会を設置して、それぞれの過半数を社外取

締役で構成することとしました。2024 年６月の株主総会以

降は、引き続き取締役の３分の２を社外取締役とする体制を

確保するとともに、９名中３名の女性取締役を選任、さらに

監督機能の強化を図るべく２名の業務執行取締役に対して７

名の非業務執行取締役とし、指名諮問委員会及び報酬諮問

委員会はすべて社外取締役で構成することとしました。

　業務執行機能については、2022 年度から重要分野の業

務執行の責任者として、執行役員から選定した CxO の役

割・責任を明確化するとともに、取締役会から経営委員会・

CxO・執行役員に対して大幅な権限委譲を行うことにより、

迅速で有効な意思決定を促すなど、取締役会の改革と並行

して抜本的な改革を実行してきました。

　こうした体制整備を行うことにより取締役会の議論の充実 

が図られ、その取り扱う議題についても戦略的なテーマにシ 

フトしてきました。2023 年度においては、当社グループの成

長戦略や資本政策の強化など企業価値の向上に向けた「攻 

め」の経営に関する議論を進め、2024 年度においては、取

締役会の実効性評価の結果も踏まえて、取締役会の役割に

対する認識の再共有やモニタリング体制強化と戦略的な議

論の加速などについての取り組みを進めています。

ガバナンスの体制

　当社は、監査等委員会設置会社であり、社外取締役が過

半数を構成し、かつ議長を務める取締役会の設置と、監査等

委員会による経営・職務執行の監督及び監査、並びに指名

諮問委員会及び報酬諮問委員会による取締役及び執行役員

の指名及び報酬等の公正性・客観性の確保等により監督機

能の強化を図っています。業務執行機能に関しては、各分野

のファンクショナルマネージャーとしての CxOチームによる

経営戦略の立案と確実な遂行、執行役員制度の導入と権限

委譲による業務執行の効率化・迅速化を通して、実効性の高

いガバナンス体制を構築しています。

ガバナンス体制図

ガバナンスの特徴

ガバナンス強化のあゆみ

取締役会・監査等委員会（監査役会） 委員会 その他

～2005 年
● 社外取締役 1 名の選出（2004 年） ● コンプライアンス委員会の設置（2003 年） ● 「グループ・コンプライアンス・マニュアル」の

制定（2003 年）

2006 年 ● 取締役の任期 2 年を1 年に短縮 ● 内部通報制度の導入

2007 年
● リスクマネジメント委員会の設置
● 投融資委員会の設置

2009 年
● 諮問委員会の設置
● ビジョン浸透委員会の設置（～2015 年）

● 「ビジョンブック」の制定

2011 年 ●  執行役員制度の導入

2012 年 ●  株式報酬型ストックオプションの導入

2015 年
● 女性社外取締役の選任 ●  コンプライアンス委員会とリスクマネジメント

委員会をリスク・コンプライアンス委員会とし
て統合

●  「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の
制定

2016 年 ● 取締役会の実効性評価の開始

2017 年
●  コンプライアンス通報・相談窓口に常勤監査役

窓口を追加

2020 年
●  リスク・コンプライアンス委員会をリスク管理

委員会、コンプライアンス委員会に分離
● ビジョン浸透委員会の再設置

● 営業統轄室の設置
● 「ビジョンブック」の改訂

2021 年
●  ビジョン浸透委員会を企業文化改革委員会へ

名称変更
● 内部統制強化協議会の設置

● コンプライアンス室の設置
● 業務統制本部、業務企画室の設置

2022 年

● 監査等委員会設置会社への移行
● 取締役 9 名のうち6 名の社外取締役を選任
● 取締役会議長に社外取締役が就任

●  内部統制強化協議会と企業文化改革委員会を
ガバナンス・企業文化諮問委員会に改組

●  諮問委員会を指名諮問委員会と報酬諮問委員
会に分離

●  譲渡制限付株式報酬制度の導入等を含む役員
報酬制度の見直し

● 見える化推進室の設置

2023 年
●  監督と執行の分離を明確にするため CxO 体制

を整備・強化
● グループ会社共通の内部通報窓口設置

2024 年
●  取締役 9 名のうち3 名の女性取締役を選任 
（33.3%）

●  社外取締役のみを構成員とする指名諮問委員
会及び報酬諮問委員会の運営

●  第三者機関によるアンケート及び全取締役への
インタビュー形式による取締役会実効性評価の
実施
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取締役会のあるべき姿と取り扱うべき
テーマ

　当社は、2024 年 1月30日開催の取締役会において、当社

取締役会が備えるべきスキル及びその定義について、指名諮

問委員会での審議及びその答申を踏まえた議論を経た上で

改訂するとともに、その前提となる「当社取締役会のあるべ

き姿」及び「取締役会が取り扱うべきテーマ」についても併せ

て議論の上、決定しました。同取締役会で決定した「当社取

締役会のあるべき姿」及び「取締役会が取り扱うべきテーマ」

の内容は、以下の通りであり、また、これらを踏まえた当社

取締役会が備えるべきスキル及びその定義の改訂後の内容

は、次ページに記載の通りです。

当社取締役会のあるべき姿
（1） リーディングカンパニーの地位確立に向けた「攻め」の

経営をリード

　当社は、高い専門性・顧客志向視点・実行力を強みとして、

インターネット黎明期より時代・顧客ニーズの変化に対応し

ながらネットワークのリーディングカンパニーとして成長を続

けてきました。

　今後は精鋭集団として付加価値を創出し続け、適切な収

益構造を追求することにより継続的な成長を実現し、「ネット

ワークにとどまらないすべての企業活動におけるリーディン

グカンパニー」を目指しています。

　これを実現するためには、従来からの強みである高い専門

性・顧客志向視点・実行力を生かすとともに、多様な意見に

よる経営のビッグピクチャーを描くことで過去の不正事案を

乗り越え「攻め」の経営をリードすることが取締役会の役割・

責務であると考えています。

（2）独立性・客観性・実効性の高い監督
　当社は、過去の不正事案の発覚を契機としてガバナンス・

企業文化改革に注力してきましたが、今後は真に実効性を持

たせることで過去の不正事案を乗り越え「ガバナンスのロー

ルモデル」となる企業を目指しています。

　これを実現するため、独立社外取締役が過半数を占め、か

つ議長を務める取締役会による独立性・客観性の高い経営

監督機能の実現や、執行役員等の役割の明確化や権限委譲

によるモニタリング型の取締役会としての実効的な監督の実

施が重要であると考えています。

実効性評価

　当社制定の「コーポレートガバナンス・ガイドライン」第 6

条に基づき、2023 年度の当社取締役会の実効性に関し、第

三者機関（株式会社ボードアドバイザーズ（BAJ））による分

析及び評価を実施しました。その概要は以下の通りです。

第三者評価実施の目的並びに分析及び評価の方法
　当社では、取締役会の機能を向上させ、ひいては企業価値

を高めることを目的として、取締役会の実効性につき、従来

アンケート方式による自己評価・分析を実施してきました。

　当社では、①監査等委員会設置会社への移行や、社外取

締役が過半数を構成し、かつ議長を務めるモニタリング型の

取締役会の設置等による監督機能の強化と、②各分野のファ

ンクショナルマネージャーとしての CxOチームの組成や執行

役員等への権限委譲等による業務執行機能の強化を進めて

きました。

　これら当社における取締役会改革をはじめとするコーポ

レート・ガバナンスの強化に向けた各種取り組みの実効性に

ついて、専門的かつ客観的な視点で検証を行うことにより、

当社におけるコーポレート・ガバナンス改革を従来以上に「実

質」を伴った取り組みに深化させ、企業価値のさらなる向上

につなげることを目的として、2023 年度は、第三者機関であ

るBAJ へアンケート作成及び評価分析を委託しました。

　BAJを選択した理由は、上場会社に対する取締役会実効

性評価の豊富な実施経験を持ち、かつ、企業統治に関して、

高い専門的知見を有しているためです。

　第三者機関による実効性評価を実施したことは初めてであ

り、次ページに示すように未だ当社取締役会の運営等に改善

点があることが確認されました。評価プロセスを通じて浮き

彫りとなった事項を中心に、改善に取り組みます。

取締役会が取り扱うべきテーマ
　取締役会では、「攻め」の経営のリードに向けて、中期経営

計画を達成するため、成長戦略・経営基盤強化・社会的責任・

外部環境について取り扱います。また、独立性・客観性・実

効性の高い監督に向けては、当社経営にとって重要性が高い

として委員会も設置している7つの個別重要テーマに加え、

全体を俯瞰した企業経営について取り扱います。

　取締役会が取り扱うべきテーマについては、取締役会での

審議を通じて、2025 年度以降の当社グループの成長戦略の

実現、コーポレート・ガバナンスのさらなる強化などに向け

てアップデートしていく予定です。

ガバナンス

取締役会が備えるべきスキル

　取締役会のあるべき姿の実現に向け特定したテーマにつ

いて議論するために必要な知識、経験を、取締役会が備える

べきスキルとして、次ページの表のとおり選定しました。

　これらスキル項目については、今般の見直し時点におい

て当社取締役会が備えるべきものとして採り上げたものであ

り、2025 年度以降、必要に応じて指名諮問委員会や取締役

会での審議を通じて見直します。

あるべき姿と取り扱うべきテーマ

あるべき姿 分類 取り扱うテーマ

攻めの経営の
リード

成長戦略 事業・サービス戦略
顧客志向視点
高い専門性
実行力
財務・会計

経営基盤強化 人財・組織
見える化
企業文化改革

社会的責任 環境 (E)
社会 (S)
ガバナンス(G)

外部環境 メガトレンド

監督 全体 企業経営

個別重要テーマ 指名
報酬
ガバナンス・企業文化
コンプライアンス
リスク管理
投融資
サステナビリティ

スキルの定義・選定理由

スキル項目 定義・選定理由

企業経営/
経営戦略

Purpose をはじめとした「ネットワングループの宣
言」の実現及び企業価値の継続的な向上を企図して、
執行経営陣の意思決定を適切に監督・支援するため
には、企業経営の経験または企業経営を監督した経
験が必要である

テクノロジー ネットワークのリーディングカンパニーとしてのポジ
ションを維持し、さらに他領域へも拡大し続けるため
には、当社の強みであるネットワークや ICT の高い
技術力・専門性、市場への目利き力、将来動向への
示唆等、テクノロジーの領域での知識・経験が必要
である

人財・
組織マネジメント

当社の競争力の源泉は人財であり、プロフェッショナ
ル人財や多様な人財を獲得・育成、及び、個人の活
躍に基づく実行力の高い組織を構築するためには、
人事の基本的な考え方や人的資本経営に関わる知
識・経験が必要である

企業文化改革 過去の不祥事を乗り越えて、目的達成のためにリスク
をコントロールしながら協働・挑戦する文化を醸成
するためには、企業理念・行動規範の浸透や働きが
いのある職場環境の構築等、企業文化・組織改革の
知識・経験が必要である

ガバナンス 当社が実効性のあるガバナンス企業のロールモデル
へと昇華するためには、取締役会の経営管理・監督
機能の強化、業務執行の効率化・迅速化、取締役・
執行役員の指名及び報酬に関わる包括的な知識・経
験が必要である

サステナビリティ 社会とともに持続的に発展することを経営の根幹と
位置づけ、4つのマテリアリティである情報化社会・
人財・脱炭素社会・ガバナンスの取り組みを加速す
るためには、社会的価値と企業価値の共創に関する
知識・経験が必要である

法務/
リスク管理

ステークホルダーとの強固な信頼関係の構築及び透
明・公正かつ迅速果断な意思決定を企図して、リスク
マネジメントやコンプライアンス体制を強化するため
には、内部統制強化に資する法務・リスク管理の知
識・経験が必要である

財務/会計 中長期的な企業価値の向上を企図して、戦略的な事
業投資と積極的な株主還元を両立させ、最適な資
本構成を追求し安定した経営基盤を構築するために
は、財務・会計、株主との対話に関する知識・経験が
必要である
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企業文化改革

　当社グループは、業界内で唯一無二の社会・顧客課題を

解決できる存在を目指し、また、二度と不正を起こさない企

業文化への変革を着実に進めるため、2022 年にPurpose、

Mission、Vision、Values、WAY からなる新しい企業理念

体系を策定しました。当社グループのさらなる飛躍のために

は、経営陣・社員全員への企業理念体系の浸透が不可欠で

す。その浸透を通してPurpose から導き出した一連の戦略

的なストーリーを実践することにより、企業価値を向上させ

るとともに、考え方・判断の基準となるWAY（行動指針）を

当社グループの構成員一人ひとりが体現することで、その実

効性を高めていきます。

推進体制
　過去の不祥事を二度と繰り返さないため「企業文化改革」

を重要施策と位置づけ、その専門組織であるガバナンス・企

評価概要と評価プロセス

評価概要
評価対象者：全取締役９名
評価手法： アンケート及び全取締役へのインタビュー（約

1 時間）
評価者： 第三者機関（BAJ）
評価期間：2023 年 12月～2024 年３月（準備期間含む）
評価プロセス
1．2023 年 12月～2024 年 2月：BAJによる評価を実施
　●  評価の透明性・客観性の担保を目的に、BAJ に評価

項目の設定とアンケート設問の作成を委託
　●  その過程で、BAJ が 2022 年度及び 2023 年度の取

締役会議事録を閲覧
　●   BAJ が各取締役のアンケート回答の分析を実施し、

当該分析に基づき全取締役への個別インタビュー（約
1 時間）を実施

業文化諮問委員会を取締役会の諮問委員会として設置して

います。企業文化改革と再発防止策の履行浸透のさらなる

推進を図るべく、ガバナンスの強化、企業文化改革、再発防

止策の継続的な履行、内部統制システムの強化の取り組みを

進めています。

企業文化の改革に向けた組織文化調査の実施
　企業文化改革に向けた現状把握を行うため年 1 回、組織

文化調査を実施しています。この調査結果をもとに、組織や

職場環境に関する課題を洗い出すとともに、改善に向けた各

施策を実行しています。あわせて、その施策の成果を定点観

測するため四半期に1 回の「企業文化モニタリング調査」を

実施しています。これらの調査の結果、企業理念は理解・浸

透を経て「共感」のフェーズに達することができました。今後

「共鳴」「共振」のフェーズへとさらにステージアップし、企

業理念が社員一人ひとりの基軸となり、他者との共創の場に

おいて価値基準となるよう、各施策を実行します。

ガバナンス

　●   BAJ が上記結果の分析及び前回の評価で提示された
課題への取り組み状況を踏まえ、実効性を評価

2．2024 年 2月～3月：取締役会での審議
　●  BAJ が同年 2 月28日の取締役会にて評価結果を報

告し、取締役会にて評価結果の内容について議論
　●   同年 3月26日、代表取締役社長と取締役会事務局に

て、実効性評価に関する意見交換を実施
　●  同年 3月28日、以上の議論を踏まえ、取締役会にお

いて議論した後、2024 年度の取り組み方針を決定
　　　※　 今後、社外役員連絡会（独立社外取締役による情報交換・認識共

有を行うことを目的とする会議体）において、進捗状況をモニタリ
ングしていく方針

2023 年度の評価結果及び 2024 年度の取り組み方針

2023 年度の
取り組み方針と実施事項 第三者機関による評価 2023 年度の評価結果と

今後の検討事項 2024 年度の取り組み方針

新たな
課題

1
取締役会の役割に
対する認識共有

●  持続的な企業価値向上に向け、取締役会の役割
の再定義と検討すべき議題を再検討する

●  社外取締役・執行サイドそれぞれに期待される役
割について、認識を共有する機会を設ける

経営計画等の
進捗状況に関する

継続的なフォローアップ

改善途上 

●  進捗に対する十分な認識共有がで
きていない

●  経営情報の適切な共有と取締役会
における執行のモニタリング方法は
継続課題

深化

2
企業価値向上に向けた
モニタリング体制強化と
戦略的な議論の加速

●  中長期的な企業価値向上と「2030 年のありたい
姿」の達成に向けて、モニタリング事項を再整理
する

●  取締役会として、人的資本経営に関する議論を充
実させるとともに、次世代経営人材の登用・育成
に関する全社レベルの方針や運用に適切に関与
する

●  執行役員への取締役会の議論や機関投資家との
対話の内容の共有を通して、業務執行機能のさら
なる強化を図る

●  取締役が中長期戦略議論を深めるための機会を
提供する

●  CxO による業務執行 
報告

●  中期経営計画の 
審議の充実

取締役会資料の
さらなる充実

( 論点の明確化、
事前検討の高度化 )

改善途上 

●  論点の明確化、提供タイミングの早
期化等の改善が見られた

●  執行目線の資料になっている
深化

3
取締役会運営・
事務局機能の高度化

●  取締役会における監督目線に適した資料の作成
と説明を実施する

●  執行サイドと事務局は、取締役会の役割に照らし
て必要な論点を整理した上で、議長と事前に協議
し、取締役会当日の議論の充実を図る

●  議案書様式見直し
●  連携強化や事務局による

事前検討の充実

潜在的なリスク、
危機管理体制等に
関する議論の充実

改善 

●  再発防止策への対応をはじめ、危機
管理体制の議論は充実

●  今後は予想される経営環境変化に
対するリスクの把握や、事態発生後
のコントロール可否、役割分担、そ
して定量的な分析が重要

継続

4
潜在的なリスク、
危機管理体制等に関する
議論の充実

●  重要リスクの状況に対する定期的な確認と統合リ
スク管理に向けた論議の充実を図る

●  経営環境変化に応じたリスクの管理体制や危機
管理体制の構築状況を監督する

●  CRO/CCO*1 による 
定期的な業務執行報告 
*1 最高コンプライアンス責任者

理念の浸透プロセス

共感

共鳴

共振

47

35

17

52

14

34

■ 肯定（％）　■ 中立（％）　■ 否定（％）■ 肯定（％）　■ 中立（％）　■ 否定（％）

※各グラフの数値は小数点以下を四捨五入しているため、
　合計が100％にならないことがあります
※肯定の（）内の数値は前年度比です

2022年度

47％
2023年度

52％

有効回答数、N=2,337

リスクに向き合う文化

チャレンジを楽しむ文化

チームで価値を生み出す文化

目的志向の文化

サポートし合う文化

WAYを踏まえ「5つのあるべき組織文化」を策定
5つの組織文化すべてが前年度に比べて向上

組織文化調査結果（2023年10月実施）
従業員エンゲージメントが前年度に比べて5％向上
特に会社に対する総合満足度が向上

企業理念浸透（WAY浸透度）
WAYに基づいた行動を　 すべきと腹落ちしている（WAY腹落ち度）
  している（WAY実践度）
  他人に推奨している（WAY伝播度）

82 （％）

87

51

56（＋6） 29 14

73（＋5） 21 5

73（＋1） 20 6

64（＋7） 25 12

62（＋4） 26 12

2022～2024 年度
共感

● 社員が理念に共感し、自分なりに理念を実践している
● 理念が個人の基軸になっている

2025～2027 年度
共鳴

● 理念に基づく行動をとっている他者に共感し、共に行動する（共鳴）
● 理念が他者との共創の場においての価値基準となっている

2028～2030 年度
共振

● 社員の考え方や行動に理念が根付き、習慣化されている
● 社員の考え方や行動がネットワンらしい文化となって社外から認知・評価されている（共振）
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役員一覧
取締役（2024 年 6月26日現在） （凡例）◎議長・委員長、●委員

*1 取締役在任期間 6 年　*2 2024 年 6月26日就任　*3 2023 年 6月23日就任後に開催された取締役会及び指名諮問委員会を対象として記載
*4 2024 年 6月26日退任　*5 スキル・マトリックスは、各取締役が有する専門性及び経験を開示したものであり、各取締役が有するすべての知見を表すものではありません

執行役員（2024 年 4月1日現在）

氏名・役職

- 各取締役の略歴 -

 https://www.netone.co.jp/
company/executive/ 竹
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独立役員

代表取締役社長
社長執行役員
最高経営責任者（CEO）

取締役
執行役員
最高執行責任者（COO）

社外取締役 
取締役会議長 
指名諮問委員会委員 
報酬諮問委員会委員

社外取締役
報酬諮問委員会委員長

社外取締役
指名諮問委員会委員長

社外取締役 
指名諮問委員会委員 
報酬諮問委員会委員

社外取締役 
常勤監査等委員 
監査等委員会議長 
報酬諮問委員会委員

取締役 
常勤監査等委員

社外取締役 
監査等委員 
指名諮問委員会委員

在任期間（年） 3.25 ＊1 6 3 2 1 ( 新任 ) 2 ( 新任 ) 2

保有株式数（株） 76,946 21,742 647 901 1,547 29 388 12,254 978

取締役会への出席状況（回） 18/18（100%） 18/18（100%） 18/18（100%） 18/18（100%） 15/15（100%）＊3 ー ＊2 18/18（100%） 18/18（100%） 18/18（100%）

監査等委員会への出席状況（回） ー ー ー ー ー ー ◎ 13/13（100%） ー ＊2 ● 13/13（100%）

委員会
出席状況
（回）

指名諮問委員会 ● 10/10（100%）＊4 ● 10/10（100%） ◎ 9/9（100%）＊3 ー ＊2 ー ＊2

報酬諮問委員会 ● 9/9（100%） ◎ 9/9（100%） ー ＊2 ー ＊2 ● 9/9（100%）＊4

スキル・
マトリッ
クス＊5

企業経営 / 経営戦略 ● ● ● ● ●
テクノロジー ● ● ● ●

人財・組織マネジメント ● ● ● ●
企業文化改革 ● ● ● ● ● ●

ガバナンス ● ● ● ● ● ● ●
サステナビリティ ● ● ●
法務 /リスク管理 ● ● ●

財務 / 会計 ● ● ● ● ●

選任理由

強いリーダーシップで企業文
化改革・内部統制強化を牽引し
て信頼を回復。中期経営計画
の目標達成に向けて、組織体制
と事業戦略の見直しに向け全
社を強力に牽引しています。

営業部門と会社経営の豊富な
経験を持ち、営業部門強化と
業務管理体制の構築に尽力す
るとともに利益率改善やリレー
ション強化でリーダーシップを
発揮しています。

弁護士及び他社の社外取締役
としての豊富な経験と知識から
提言を示し、2022 年 6 月から
取締役会議長として議題設定・
進行を務め、取締役会の実効
性向上に貢献しています。

企業経営者の経験と情報通信
分野の豊富な知見を持ち、リス
ク管理にも提言。報酬諮問委
員会委員長として制度の透明
性とアカウンタビリティ向上に
貢献しています。

企業経営者の経験と情報通信
分野の豊富な知見を持ち、人
事、ガバナンスにも提言。指名
諮問委員会委員長として候補
者選定や育成計画のモニタリ
ングに貢献しています。

証券会社でのファイナンス・資
本戦略の豊富な知見・経験及
び社外取締役としての経験を
有し、財務・会計の観点による
経営監督機能強化への貢献を
期待しています。

公認会計士として財務・会計の
幅広い知見・経験から提言を
示し、社外監査役就任以降、継
続して、経営及び取締役の職
務執行を客観的かつ中立的に
監督しています。

他 社での人 事や内部 監 査 及
び 経 営 幹 部（CHRO、CRO、
CCO）の経験を有し、これら豊
富な知見を通じて、経営の監
督機能強化等への貢献を期待
しています。

公認会計士及び他社での代表
取締役としての豊富な知見・経
験から提言を示し、社外監査
役就任以降、継続して経営及
び取締役の職務執行を客観的
かつ中立的に監督しています。

執行役員 最高財務責任者（CFO）
ネットワンパートナーズ株式会社 取締役

北島 雅幸
（保有株式数：11,553 株）

執行役員 最高リスク管理責任者（CRO）
最高コンプライアンス責任者（CCO）

若月 孝昭
（保有株式数：4,100 株）

執行役員 東日本第２事業本部長 
ネットワンネクスト株式会社 取締役

畠山 大輔
（保有株式数：5,457 株）

執行役員 西日本事業本部長 橋本 正樹
（保有株式数：3,366 株）

執行役員 最高技術責任者（CTO） 篠浦 文彦
（保有株式数：13,129 株）

執行役員 経営企画本部長
管理本部長 業務統制本部長

石橋 和明
（保有株式数：5,800 株）

執行役員 東日本第 3 事業本部長 成田 吉充
（保有株式数：6,127 株）

執行役員  セールスエンジニアリング本部長
ビジネス開発本部長
ネットワンネクスト株式会社 取締役

藤田 雄介
（保有株式数：4,300 株）

執行役員 最高戦略・デジタル責任者（CSDO） 辻 晃治
（保有株式数：13,552 株）

執行役員 東日本第 1 事業本部長 上野 潤二
（保有株式数：5,323 株）

執行役員 中部事業本部長 松本 陽一
（保有株式数：11,929 株）

執行役員 カスタマーサービス本部長 土屋 孝敏
（保有株式数：4,100 株）

執行役員 最高人事責任者（CHRO） 金井 朗子
（保有株式数：9,640 株）

社外役員の独立性に関する基準
当社では、取締役会による高い監督機能の確立に向けて下記の通り社外役員の独立性を確保するための判断基準を定めています。
https://www.netone.co.jp/sustainability/esg/governance/corporate/

※  保有株式数は、2024 年 3月31日現在の株主名簿における保有株式数、2024 年 6月26日開催の取締役会決議により交付した譲渡制限付株式報酬及び 2024 年 8月31日現在の持株会
における持分の合計
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